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会社の体制および方針

・事業報告

会社の体制および方針

(1) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務ならびに当社および

その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制

①　当社及び当社の主要な子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）の取締役、使用人等の職務の

執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）企業ビジョン、経営方針及び行動指針を制定し、これらを遵守するとともに、コンプライアンスに関する統括

部門を定め、当社グループの全役職員と共有し徹底を図る。

２）当社グループ全体を対象にした各種の社内規程類又はガイドライン等を整備し、使用人の職務執行の指針とす

る。

３）ＪＶＣケンウッドグループ　コンプライアンス行動基準を定め、これを遵守する。

４）当社グループ各社において「取締役会規程」を定め、経営意思決定・取締役の職務の執行の監督を適正に行

う。

５）当社グループ全体を対象にした内部監査を実施するほか、当社グループ全従業員が利用可能な内部通報制度

「ＪＶＣケンウッドグループ　内部通報規程」を定め、「ＪＶＣケンウッドグループ　コンプライアンス行動

基準」を逸脱する行為に関する通報と是正手順及び通報者が不利益な扱いを受けないよう監視、保護する手順

を整備する。

６）監査役は、独立した立場から、当社グループにおける取締役、使用人等の職務執行状況を監査する。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１）「取締役会規程」に基づいて取締役会議事録を作成し、法令及び社内規程に基づき本店に保存する。

２）機密文書情報や機密電子情報を管理する際の遵守すべき基本的事項を定める「情報セキュリティ管理規程」を

定め、明確な取扱いを行う。

③　当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１）コンプライアンス及びリスクマネジメントに関するグループ規程を定め、それらのモニタリングに関する全社

的組織体制を設置し、責任を明確にすることにより、当社グループにおけるリスクマネジメント活動を適正に

推進する。

２）リスク別の管理規程を整備し、当社グループにおける各種リスクの未然防止や、発生時の対応・復旧策を明確

にすることにより、重大事案の発生時における被害の拡大防止や損失の極小化を図る。

－ 1 －
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会社の体制および方針

④　当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）当社において企業集団全体の事業計画等を策定することにより、経営目標を明確化し、当社グループに展開

し、その達成状況を検証する。

２）当社においては、執行役員制度を導入し、業務執行を執行役員に委任することによって経営の監督機能と業務

執行機能を分化し、監督責任と業務執行責任を明確にする。

３）当社において「取締役会規程」及び「執行役員会規程」並びにグループ規程「職務権限規程」、「意思決定・

権限基準」及び「決裁一覧表」を定めて、当社グループ全体の経営意思決定の方法を明確にする。

４）当社グループ各部門の職務分掌に関する規程を定め、担当領域を具体的にし、明確な執行を行う。

⑤　当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

１）「連結経営の基本方針」に基づき、経営理念・経営方針を共有するとともに、当社グループ規程として「職務

権限規程」、「意思決定・権限基準」、「決裁一覧表」を定めて、企業集団全体での業務の適正化を図る。

２）主要な子会社に役員又は業務管理者を派遣して、業務の適正化を確保する。

３）子会社を対象にした内部監査部門による内部監査等を実施する。

⑥　子会社の取締役及び業務を執行する社員等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

１）子会社毎に当社の主管部門を定め、重要な情報の主管部門への報告の義務付けを行うとともに、主管部門は当

該子会社の経営全般に対して責任を持つ。

２）必要に応じて、当社から各子会社に役員及び管理部門スタッフを派遣することにより、当該子会社の職務の執

行状況を業務執行ラインで把握する。

３）当社グループ内で事業運営に与える異常事態が発生した場合に、遅滞なく適切な手順で当社経営トップに報告

がなされる体制を確保する。

⑦　当社の監査役の職務を補助する使用人に関する体制、当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項及び

当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

１）当社は、当社の監査役の監査業務を補助するため、監査役スタッフとして専任の使用人を置く。

２）当社は、監査役スタッフとしての専任の使用人の人事考課は当社の監査役が行い、任用については当社の監査

役と事前協議する。

３）当社の監査役は、監査役スタッフに対する指揮命令権を持つ等、補助使用人の独立性の確保に必要な事項を明

確化し、当社はこれを尊重する。

－ 2 －
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会社の体制および方針

⑧　当社の取締役及び使用人並びに当社の子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員等及び使用人又はこれらの

者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制

１）当社の監査役は、取締役会その他重要会議に出席し、当社グループにおける業務の執行状況その他の重要な事

項について報告を受ける。

２）当社の取締役及び本社部門長が、当社の監査役に対し定期的かつ必要に応じて業務執行状況の報告を行う。

３）当社の監査役は、上記を含む年度監査計画に基づき、当社の各事業所・子会社の監査を実施し、報告を受け、

聴取を行う。

４）当社グループの取締役及び使用人並びにこれらの者から報告を受けた者は、当社の監査役が事業の報告を求め

た場合又は当社グループの業務及び財産の状況を調査する場合は、迅速に対応する。

５）当社グループ全体を対象にした当社監査役への通報システムを設け、当社グループ内で発生した会計及び監査

における不正や懸念事項について、当社グループ従業員等が直接監査役会に通報する体制を構築する。

６）当社の監査役は、内部監査部門の監査計画と監査結果について定期的に報告を受ける。

⑨　当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員等及び使用人又はこれらの者から

報告を受けた者が上記⑧の報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

１）当社の監査役への報告を行った当社グループの報告者について当該報告をしたことを理由として不利な扱いを

行うことを禁止し、当社グループの役員及び従業員に周知徹底する。

２）内部通報システムにより通報を受けた当社の監査役は、通報を理由として通報者に不利益な取扱いを行わない

ように関係部門に要請するとともに、通報者から不利益な取扱いを受けている旨の連絡がなされた場合、当社

及び当社グループの人事部門に当該不利益な取扱いの中止を要請する。

⑩　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費

用又は債務の処理に係る方針に関する事項

１）当社の監査役が、その職務の遂行に関して、当社に対して費用の前払い等の請求をした場合は、当社は、当該

請求に係る費用又は債務が当社の監査役の職務の遂行に必要でないことを証明した場合を除き、速やかに当該

費用又は債務を処理する。

２）当社の監査役は、監査の効率性及び適正性に留意して監査費用の支出を行う。

⑪　その他当社の監査役の監査が実効的に行われていることを確保する体制

１）当社の取締役は、当社の監査役が策定する監査計画に従い、実効性ある監査を実施できる体制を整える。

２）当社の代表取締役と当社の監査役は、相互の意思疎通を図るため、定期的な会合を持つ。

３）当社の取締役は、当社の監査役の職務の遂行にあたり、法務部門・経理部門・内部監査部門及び外部の専門家

等との連携を図れる環境を整備する。

４）社外監査役の選任にあたっては、専門性だけでなく独立性も考慮する。

－ 3 －
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会社の体制および方針

⑫　財務報告の適正性を確保するための体制

１）金融商品取引法及び関連法令に基づき、当社及びその子会社から成る企業集団の財務報告の適正性を確保する

ための体制の整備を図る。

２）財務報告の適正性を確保するための体制の整備・運用状況を定期的に評価し、改善を図る。

⑬　反社会的勢力排除に向けた基本的考え方

　当社グループは、役職員を標的とした不当要求や、健全な経営活動を妨害するなど、ステークホルダーを含めた

当社グループ全体に被害を生じさせるおそれのあるすべての反社会的勢力に対して、必要に応じて外部専門機関と

連携しながら法的措置を含めた対応を取りつつ、資金提供、裏取引を含めた一切の取引関係を遮断し、いかなる不

当要求をも拒絶する。当社グループは、このような反社会的勢力の排除が、当社の業務の適正を確保するために必

要な事項であると認識している。

(2) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務ならびに当社および

その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　上記体制に基づいて、当事業年度において実施した主な取り組みの概要は以下のとおりです。

①　コンプライアンスに関する取り組み

　最高経営責任者（CEO）を委員長とするコンプライアンス委員会と担当部門は、関連規程の更新、社内教育およ

びコンプライアンス情報発信等を主導しています。特に社内教育は、新型コロナウイルス感染症の流行している状

況において、対面にこだわらず社内イントラネットを活用することで実効性を確保した研修を行っています。

　また、ヘルプラインおよび監査役通報システムの内部通報制度についても周知しています。さらに、2022年６月

１日に施行予定の公益通報者保護法の改正にあわせ、内部通報制度の見直しに着手し、改正法施行と同期をとった

内部通報制度の改定を予定しています。

②　リスク管理に関する取り組み

　当社は、リスクサーベイランスと事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan）を更新する一方、新型コロ

ナウイルス感染症の流行にともない、部門毎に行うBCP訓練方法の見直しに着手しています。また、異常事態発生

時の報告・対応体制について周知しています。

③　取締役会の運営に関する取り組み

　当社は、執行役員制度に加え、社外取締役を取締役会議長に選任して取締役会を運営することで、ガバナンスの

強化をはかるとともに業務執行を執行役員に委任する経営体制をとることにより、監督と執行を明確に分離してい

ます。

－ 4 －
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会社の体制および方針

　また、当社は、取締役会の機能の独立性と客観性を強化するため、社外取締役全員および社長執行役員　最高経

営責任者（CEO）が委員となる指名・報酬諮問委員会を設置しています。指名・報酬諮問委員会は、当社の代表者

の候補者を取締役会に提案するとともに、代表者等から提案される役員候補者および役員報酬案の妥当性の検討を

行い、取締役会に答申しています。取締役会は、指名・報酬諮問委員会の意見を尊重し、役員候補者および役員報

酬を決定しています。

　指名・報酬諮問委員会は、2022年３月31日現在、委員長に社外取締役である浜崎祐司氏が、同委員に社外取締役

である岩田眞二郎氏および鬼塚ひろみ氏ならびに社長執行役員　最高経営責任者（CEO）である江口祥一郎氏が就

任しています。

④　子会社管理に関する取り組み

　経営監査室は、監査対象となる国内外の関係会社の業務監査を３年以内に完了するようにしています。経営監査

室は、2021年度に関係会社10社の業務監査を行いましたが、新型コロナウイルス感染症の流行に際し、関係会社４

社の業務監査を監査役と連携を取って合同で行いました。また、経営監査室は、業務監査の指摘事項に対する改善

策の実施状況をフォローして取締役会に報告しています。

⑤　監査役監査について

　監査役は、取締役会および執行役員会等の重要会議に出席し、業務の執行状況その他の重要な事項について報告

を受けているほか、面談や往査を通じて当社および子会社の取締役、執行役員および部門長等から業務執行状況等

の報告を受けています。また、監査役は、当事業年度中に国内外関係会社のほか、本社部門、事業部門、国内営業

拠点等合計36か所（インターネット会議システムを用いたリモート監査による４か所を含む。）に対して往査を実

施するとともに、経営監査室から期初に年間内部監査計画の報告を、また、月次で内部監査結果の報告を受けてい

ます。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　特定の者またはグループが株式を取得することにより、会社の企業価値または株主共同利益が毀損されるおそれが

あると判断される場合には、法令および定款によって許容される限度において、企業価値向上および株主共同利益の

確保のための相当な措置を講じることが必要であると考えられています。当社としても企業価値向上および株主共同

利益の確保の重要性は認識しており、慎重に検討を継続していますが、現時点において具体的な防衛策等の導入はし

ていません。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社では、安定的に利益還元を行うこと、また、今後の成長に向けて経営資源を確保することを経営上の最重要課

題の一つと考え、収益力および財務状況を総合的に考慮して剰余金の配当およびその他処分などを決定することとし

ています。

－ 5 －
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　当社は、剰余金の配当の基準日として、期末配当の基準日（３月31日）、中間配当の基準日（９月30日）の年２回

のほか、基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨定款で定めています。

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める旨定款で定めています。

　この方針に基づき、当事業年度の中間配当は、業績の回復に向けて経営資源を集中するため、2021年10月29日開催

の取締役会で配当を見送ることを決議しました。また、期末配当は、通期業績および上記配当政策を踏まえ、2022年

５月13日開催の取締役会で１株当たり６円とさせていただく旨を決議しました。

以　上

－ 6 －
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連結持分変動計算書

連結持分変動計算書

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式

2 0 2 1年４月１日残高 13,645 42,086 7,574 △39

当 期 利 益 5,873

その他の包括利益

当 期 包 括 利 益 － － 5,873 －

自 己 株 式 の 取 得 △100

株 式 報 酬 取 引 26

配 当 金 △819

連 結 範 囲 の 変 動
その他の資本の構成要素から
利 益 剰 余 金 へ の 振 替

718

所有者との取引額合計 － 26 △101 △100

2 0 2 2年３月3 1日残高 13,645 42,112 13,346 △140

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

合 計 非支配持分 資本合計

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

合 計
確定給付
制 度 の
再 測 定

そ の 他 の
包 括 利 益
を 通 じ て
公正価値で
測 定 す る
金 融 資 産

在外営業
活動体の
外貨換算
差 額

キ ャ ッ
シ ュ ・
フロー・
ヘ ッ ジ

投 資
不動産の
公正価値

2 0 2 1年４月１日残高 ― 1,475 △1,656 1,113 445 1,378 64,645 3,877 68,523

当 期 利 益 ― 5,873 496 6,369

その他の包括利益 565 △320 7,832 1,846 △54 9,870 9,870 453 10,324

当 期 包 括 利 益 565 △320 7,832 1,846 △54 9,870 15,743 949 16,693

自 己 株 式 の 取 得 ― △100 △100

株 式 報 酬 取 引 ― 26 26

配 当 金 ― △819 △466 △1,286

連 結 範 囲 の 変 動 ― ― 105 105
その他の資本の構成要素から
利 益 剰 余 金 へ の 振 替

△565 △153 △718 ― ―

所有者との取引額合計 △565 △153 ― ― ― △718 △893 △361 △1,255

2 0 2 2年３月3 1日残高 ― 1,002 6,176 2,960 391 10,530 79,495 4,465 83,961

・連結計算書類

（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
（単位：百万円）
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連 結 注 記 表

（記載金額）

連結計算書類中及び連結注記表中の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しています。

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結計算書類の作成基準

当社及び連結子会社（以下「当社グループ」）の連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、

国際財務報告基準（以下「IFRS」）に準拠して作成しています。なお、同項後段の規定に基づき、IFRSにより要請

される開示項目の一部を省略しています。

２．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 68社

主要な連結子会社の名称 株式会社ＪＶＣケンウッド・ビクターエンタテインメント

JVCKENWOOD USA Corporation

連結子会社の変動 新規３社、除外５社

新規設立による増加　　　　　Ningbo ASK Lingfeng Industrial Service Co., Ltd.

　　　　　　　　　　　　　　Chongqing ASK Automotive Electronics Co., Ltd.

　　　　　　　　　　　　　　ADM-01 Pensioner Benefit GmbH

株式売却による減少　　　　　Zetron, Inc.

　　　　　　　　　　　　　　Zetron UK Limited

　　　　　　　　　　　　　　Zetron Australasia Pty Ltd.

　　　　　　　　　　　　　　Zetron Air Systems Pty Ltd.

清算による減少　　　　　　　ASK France S.A.S.

３．持分法の適用に関する事項

持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法適用会社の数 ６社

主要な持分法適用会社の名称 株式会社レコチョク、Tait International Ltd.

持分法適用会社の変動 なし
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４．会計方針に関する事項

(1) 金融商品

１）金融資産

①　デリバティブ以外の金融資産の当初認識及び測定

当社グループは、デリバティブ以外の金融資産を、償却原価で測定する金融資産、その他の包括利益を通

じて公正価値で測定する金融資産及び純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の各区分に分類していま

す。デリバティブ以外の金融資産は、金融商品の契約上の当事者になった時点で当初認識しています。

償却原価で測定する金融資産

以下の要件を満たす金融資産を、償却原価で測定する金融資産として分類しています。

・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローを回収するために金融資産を保有することを目的とす

る事業モデルの中で保有されている場合

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが

所定の日に生じる場合

償却原価で測定する金融資産は、公正価値（直接帰属する取引コストを含む）で当初認識していま

す。当初認識後は、実効金利法を用いて帳簿価額を算定しています。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産

以下の要件を満たす金融資産を、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産として分

類しています。

・当該金融資産が、契約上のキャッシュ・フローの回収と売却の両方によって目的が達成される事業モ

デルの中で保有されている場合

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが

所定の日に生じる場合

資本性金融商品のうち売買目的で保有する金融資産以外の金融資産は、その公正価値の変動をその

他の包括利益に表示するという取消不能の選択を行っています。その他の包括利益を通じて公正価値

で測定される金融資産は、公正価値（直接帰属する取引コストを含む）で当初認識しています。当該

金融資産に係る利得又は損失は、減損利得又は減損損失及び為替差損益を除き、当該金融資産の認識

の中止又は分類変更が行われるまで、その他の包括利益として認識しています。当該金融資産の認識

の中止を行う際には、過去にその他の包括利益に認識した利得又は損失の累計額を、その他の資本の

構成要素から利益剰余金に振り替えています。ただし、その他の包括利益を通じて公正価値で測定さ

れる金融資産から生じる配当金については、明らかに投資の払い戻しの場合を除き、純損益として認

識しています。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

償却原価で測定される場合又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定される場合を除いて、純損

益を通じて公正価値で測定される金融資産として分類しています。純損益を通じて公正価値で測定され

る金融資産は、当初認識後、公正価値で測定し、その公正価値の変動は純損益として認識しています。
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②　デリバティブ以外の金融資産の認識の中止

金融資産は、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合又は金融資産のキ

ャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡し、当該金融資産の所有に係るリスクと経済価値のほとん

どすべてが移転した場合に認識を中止します。当該譲渡において創出又は保持された権利及び義務について

は、資産又は負債として別個に認識しています。

③　デリバティブ以外の金融資産の減損

償却原価により測定される金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産、契約資

産及びリース債権に係る予想信用損失について、貸倒引当金を認識しています。

当社グループは、各報告日に、当初認識時と比べた信用リスクの著しい増大の有無を検証しています。な

お、当社グループは、特定の金融資産が報告日現在で信用リスクが低いと判断される場合には、当該金融商

品に係る信用リスクが当初認識時以降に著しく増大していないと評価しています。

金融資産に係る信用リスクが当初認識時以降に著しく増大している場合、又は信用減損金融資産について

は、全期間の予想信用損失を貸倒引当金として認識しています。著しく増大していない場合には、12ヶ月間

の予想信用損失を貸倒引当金として認識しています。予想信用損失は、次のものを反映する方法で見積って

います。

・一定範囲の生じ得る結果を評価することにより算定される、偏りのない確率加重金額

・貨幣の時間価値

・過去の事象、現在の状況及び将来の経済状況の予測についての、報告日において過大なコストや労力を

掛けずに利用可能な合理的で裏付け可能な情報

また、営業債権、契約資産及びリース債権については当初認識時から全期間の予想信用損失を認識してい

ます。なお、当社グループは、ある金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していな

い場合には、金融資産の総額での帳簿価額を直接減額しています。

金融資産に係る貸倒引当金の繰入額又は貸倒引当金を減額する場合における貸倒引当金の戻入額は、連結

損益計算書上「その他の費用」又は「その他の収益」に含めて純損益で認識しています。

２）金融負債

①　デリバティブ以外の金融負債の当初認識及び測定

当社グループは、金融負債を、金融商品の契約上の当事者になった時点で当初認識しています。当初認識

時において、公正価値から発行に直接起因する取引コストを控除した金額で測定します。当初認識後は実効

金利法を用いた償却原価で測定します。

②　認識の中止

金融負債は、契約上の義務が免責、取消又は失効となった場合に認識を中止します。
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３）デリバティブ及びヘッジ会計

当社グループは、為替変動リスクや金利変動リスクをヘッジするために、先物為替予約、金利スワップ等の

デリバティブ取引を行っています。これらのデリバティブは、公正価値で当初測定し、その後も各報告期間末

の公正価値で再測定しています。

ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係並びにヘッジを実施するにあたってのリスク管

理目的及び戦略について公式に指定し、文書化を行っています。当該文書には、ヘッジ手段、ヘッジ対象、ヘ

ッジされるリスクの性質、及びヘッジ関係がヘッジ有効性の要求を満たしているかどうかを判定する方法を記

載しています。これらのヘッジは、キャッシュ・フローの変動を相殺する上で非常に有効であることが見込ま

れますが、ヘッジ指定を受けたすべての財務報告期間にわたって実際に有効であったか否かを判断するために

継続的に評価しています。

当社グループは、ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブについては、ヘッジ手段として指定し、キャッシ

ュ・フロー・ヘッジを適用しており、ヘッジ手段に係る利得又は損失のうち有効な部分は、その他の包括利益

として認識し、非有効部分は純損益として認識しています。その他の包括利益に計上されたヘッジ手段に係る

金額は、ヘッジ対象である取引が純損益に影響を与える時点で純損益に振り替えています。

ヘッジ指定を取消した場合、ヘッジ手段が失効、売却、終結又は行使された場合、もはやヘッジ会計として

適格でない場合には、ヘッジ会計を中止しています。

なお、ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブは、公正価値の事後的な変動を純損益で認識していま

す。

４）金融商品の相殺

金融資産と金融負債は、認識している金額を相殺する法的に強制可能な権利を現在有しており、かつ純額で

決済するか又は資産の実現と負債の決済を同時に実行する意図を有している場合にのみ相殺し、連結財政状態

計算書において純額で計上しています。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産の取得原価には、購入原価、加工費及び棚卸資産が現在の場所及び状態に至るまでに要したすべての

費用が含まれており、主として総平均法に基づいて算定しています。棚卸資産は、取得原価と正味実現可能価額

のいずれか低い金額を測定します。取得原価と正味実現可能価額との差額は、当期の費用として処理します。

(3) 有形固定資産、のれん及び無形資産の評価方法、評価基準及び減価償却の方法

１）有形固定資産

有形固定資産の測定については原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控

除した価額で表示しています。

取得原価には、資産の取得に直接関連するコスト、解体・除却及び原状回復費用並びに資産計上の要件を満
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たす借入コストが含まれています。

取得後に追加的に発生した支出については、その支出により将来の経済的便益が当社グループに流入する可

能性が高く、金額を信頼性をもって測定することができる場合にのみ、当該取得資産の帳簿価額に算入するか

個別の資産として認識するかのいずれかにより会計処理しています。取得原価に算入しない追加的な支出は、

発生時に損益で認識します。

土地及び建設仮勘定以外の各有形固定資産の減価償却費は、取得原価から残存価額を控除した償却可能価額

について、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数にわたり、定額法に基づいて計上しています。

主要な有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりです。

建物及び構築物　　　　２～60年

機械装置及び運搬具　　２～16年

工具、器具及び備品　　１～20年

なお、有形固定資産の減価償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末日ごとに見直しを行

い、変更があった場合には、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しています。

有形固定資産は、処分時、もしくは継続的な使用又は処分から将来の経済的便益が期待されなくなった時に

認識を中止しています。有形固定資産の認識の中止から生じる利得又は損失は、当該資産の認識の中止時に純

損益に含めており、連結損益計算書上「その他の収益」又は「その他の費用」に含めて計上しています。

２）のれん及び無形資産

①　のれん

子会社の取得から生じたのれんは、取得日時点の公正価値で測定される被取得企業のすべての非支配持分

の金額を含む移転される譲渡対価の公正価値から、取得した識別可能な取得資産及び引受負債の取得日にお

ける正味の金額を超過した額として当初測定しています。のれんは当初、取得原価で資産として認識し、償

却は行わず、毎期減損テストを実施しています。

のれんは、企業結合によるシナジー効果によりキャッシュ・フローの獲得への貢献が期待される資金生成

単位（最小の単位又はグループ）に配分され、のれんが配分された資金生成単位は、各連結会計年度末又は

減損の兆候がある場合には随時、減損テストが実施されます。連結財政状態計算書には、取得原価から減損

損失累計額を控除した帳簿価額で計上しています。のれんの減損損失は連結損益計算書の「その他の費用」

において認識され、その後の戻入れは行っていません。

子会社の処分の際には、関連するのれんの金額は処分の純損益に含められます。

②　無形資産

のれんを除く無形資産（社内利用ソフトウエア、開発費及びその他の無形資産）の認識後の測定について

は原価モデルを採用し、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿価額で表示していま

す。

個別に取得した無形資産の取得原価は、資産の取得に直接起因する費用を含めて測定し、企業結合におい

て取得した無形資産の取得原価は、取得日時点における公正価値で測定します。
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自己創設の無形資産については、以下のすべての条件を満たしたことを立証できる場合にのみ、資産計上

しています。

・使用又は売却できるように無形資産を完成させることの技術上の実行可能性

・無形資産を完成させて、さらにそれを使用又は売却するという企業の意図

・無形資産を使用又は売却する能力

・無形資産が蓋然性が高い将来の経済的便益を創出する方法

・無形資産の開発を完成させ、さらにそれを使用又は売却するために必要となる、適切な技術上、財務上

及びその他の資源の利用可能性

・開発期間中の無形資産に起因する支出を、信頼性をもって測定できる能力

開発資産の当初認識額は、無形資産が上記の認識条件の全てを初めて満たした日から開発完了までに発生

したソフトウエア及びハードウエア開発費用の合計額であり、定額法で償却しています。

無形資産は、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐用年数にわたって、定額法で

償却しています。

主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりです。

社内利用ソフトウエア：３年～５年

開発費　　　　　　　：開発した製品の見積ライフサイクル期間（主に１年～３年）
無形資産の償却方法、見積耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末日ごとに見直しを行い、変更があっ

た場合には、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しています。

(4) リース

１）借手としてのリース

リース開始日において、使用権資産は取得原価で、リース負債はリース開始日における未払リース料総額

の現在価値で測定しています。使用権資産の取得原価はリース負債の当初測定額に直接コスト、前払リース

料等を調整し、リース契約に基づき要求される原状回復義務等のコストを加えた額で測定しています。

使用権資産は、見積り耐用年数又はリース期間のいずれか短い方の期間にわたって定額法により減価償却

しています。リース料は、利息法に基づき金融費用とリース負債の返済額に配分し、金融費用は純損益で認

識しています。

リース負債は、残存リース料をリースの開始日の借手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測

定しています。リース料には固定リース料、変動リース料のうち指数又はレートに応じて決まる金額、購入

オプションの行使価格、リースの解約におけるペナルティの支払額を含めています。リースの開始日後は、

リース負債の残高に対して毎期一定の率となる金利費用を純損益で認識、当該金利費用及び支払われたリー

ス料を反映するように測定しています。

リース期間は、リース契約に基づく解約不能期間に行使することが合理的に確実な延長オプション、解約

オプションの対象期間を調整して決定しています。
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なお、リース期間が12ヶ月以内の短期リース及び原資産が少額のリースについては、使用権資産及びリー

ス負債を認識せず、当該リースに関連したリース料を、リース期間にわたり定額法又は他の規則的な基礎の

いずれかにより費用として認識しています。

２）貸手としてのリース

ファイナンス・リース取引については、正味リース投資未回収額をリース債権として認識し、受取リース

料総額をリース債権元本相当部分と利息相当部分とに区分し、受取リース料の利息相当部分への配分額は、

利息法により算定しています。

オペレーティング・リース取引については、受取リース料をリース期間にわたって定額で純損益にて認識

しています。

(5) 非金融資産の減損

当社グループは、各年度において、各資産についての減損の兆候の有無の判定を行い、減損の兆候が存在する

場合又は耐用年数を確定できない無形資産等毎年減損テストが要求されている場合には、その資産の回収可能価

額を見積ります。個々の資産について回収可能価額を見積ることができない場合には、その資産の属する資金生

成単位ごとに回収可能価額を見積ります。

回収可能価額は、資産又は資金生成単位の処分費用控除後の公正価値とその使用価値のうち高い方の金額で算

定します。処分費用控除後の公正価値の算定にあたっては、利用可能な公正価値指標に裏付けられた適切な評価

モデルを使用します。また、使用価値の評価における見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間価値に関する

現在の市場評価及び当該資産に固有のリスク等を反映した税引前割引率を使用して、現在価値まで割り引きま

す。

資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超える場合は、回収可能価額まで減損損失を計上します。

のれん以外の資産に関しては、過年度に認識された減損損失について、損失の減少又は消滅の可能性を示す兆

候が存在しているかどうかについて評価を行います。そのような兆候が存在する場合は、当該資産又は資金生成

単位の回収可能価額の見積りを行い、その回収可能価額が、資産又は資金生成単位の帳簿価額を超える場合、減

損損失を認識しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費又は償却費を控除した後の帳簿価額を超えない金

額を上限として、減損損失を戻入れます。

(6) 投資不動産の評価基準及び評価方法

投資不動産とは、賃貸収入又はキャピタル・ゲイン、もしくはその両方を得ることを目的として保有する不動

産です。

投資不動産は、当初認識時には取得原価で測定し、当初認識後は割引キャッシュ・フロー法又は外部の鑑定評

価によって毎年算定される公正価値で測定しており、公正価値の変動は純損益で認識しています。
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(7) 重要な引当金の計上基準

引当金は、当社グループが過去の事象の結果として現在の法的又は推定債務を有しており、当該債務を決済す

るために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高く、その金額について信頼性をもって見積るこ

とができる場合に認識しています。

貨幣の時間的価値の影響が重要な場合には、当該引当金は負債の決済に必要と予想される支出額の現在価値で

測定しています。現在価値は、貨幣の時間的価値とその負債に特有なリスクを反映した税引前割引率を用いて計

算しています。時間の経過による影響を反映した引当金の増加額は、金融費用として認識しています。

１）製品保証引当金

製品販売に係る一定期間内の無償サービスの費用に備えるため、当該費用の発生割合に基づいて見積った額

を計上しています。

２）受注損失引当金

受注契約に係る将来の損失に備えるため、報告期間の末日現在で将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失金

額を合理的に見積ることが可能なものについて、報告期間の末日後に発生が見込まれる損失額を計上していま

す。

３）資産除去債務

当社グループが使用する工場設備や敷地等の賃貸借契約に付随する原状回復義務等、通常の使用に供する固

定資産の除去に関して法令又は契約で要求される法律上の義務を有する場合には、主に過去の実績等に基づき

算出した将来支出の見積額に基づき資産除去債務を認識しています。

(8) 退職給付に係る資産及び負債の計上基準

１）退職後給付

①　確定給付型制度

当社及び一部の連結子会社では、確定給付型の企業年金制度及び退職一時金制度を設けています。確定給

付制度に関連して連結財政状態計算書で認識される負債及び資産は、報告期間の末日現在の退職給付債務の

現在価値から年金資産の公正価値を差し引いた額（又は報告期間の末日現在の年金資産の公正価値から退職

給付債務の現在価値を差し引いた額）です。この計算により積立超過がある場合は、制度からの返還又は制

度への将来掛金の減額の形で利用可能な経済的便益の現在価値を上限として、資産として計上しています。

退職給付債務は、独立した年金数理人が予測単位積増方式を用いて毎年算定します。割引率は、将来の毎年

度の給付支払見込日までの期間をもとに割引期間を設定し、割引期間に対応した期末日時点の優良社債の市

場利回りに基づき算定します。

退職給付費用のうち、勤務費用、確定給付負債の純額に係る利息純額については純損益で認識し、見積り

と実績との差異及び数理計算上の仮定の変更から生じた数理計算上の差異を含む再測定は、発生した期間に

その他の包括利益として認識し、直ちにその他の資本の構成要素から利益剰余金に振り替えます。過去勤務

費用は、直ちに純損益で認識します。
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②　確定拠出型制度

当社及び一部の連結子会社では、確定給付型制度のほか、確定拠出型制度を設けています。確定拠出型制

度は、雇用主が一定額の掛金を他の独立した企業に拠出し、その拠出額以上の支払いについて法的又は推定

的債務を負わない退職後給付制度です。確定拠出型制度の拠出は、従業員がサービスを提供した期間に費用

として認識しています。

２）その他の従業員給付

その他の従業員給付は、割引計算をせず、従業員が関連するサービスを提供した時点で費用として認識して

います。賞与及び有給休暇費用については、それらを支払う法的債務又は推定的債務を有し、信頼性のある見

積りが可能な場合に、それらの制度に基づいて支払われると見積れる金額を負債として認識しています。

(9) 収益認識

当社グループでは、以下の５ステップモデルを適用して収益の認識及び測定を行っています。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務の充足時点に（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社グループの事業は、モビリティ＆テレマティクスサービス分野、パブリックサービス分野及びメディアサ

ービス分野より構成されており、各分野において製品販売及び役務の提供を行っています。また、パブリックサ

ービス分野においては製品販売に付随して業務用システムの据付サービスなどの役務の提供も行っています。

１）製品販売

製品販売については、主として顧客への製品の引渡し時点で製品に対する支配が顧客に移転し、履行義務が

充足されたと判断して収益を認識しています。これは、法的所有権、製品の所有にともなう重大なリスクと経

済価値、物理的占有の移転及び対価の支払いを受ける権利が製品の引渡し時点で生じると総合的に判断したた

めです。

製品販売においては、販売の促進のために顧客に対してリベート等を付して販売することがありますが、そ

の場合には顧客との契約で定める価格から過去の経験及び顧客との交渉により合理的に予想される見積り額を

控除した金額で取引価格を算定しており、重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ収益を認識

しています。

また、顧客に対して返品権を付して販売する製品については、収益の控除として返金負債を認識していま

す。返金負債の見積りは過去の経験及び報告期間の末日現在で入手可能な情報に基づき行っており、仮定の妥

当性及び見積返金額は期末日ごとに再評価しています。なお、顧客が製品を返品する場合、当社グループは顧

客から製品を回収する権利を有するため、当該製品の従前の帳簿価額から回収のための予想コストを控除した

金額で当該権利を資産として認識しています。
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２）役務の提供

役務の提供については、以下の３つの要件のいずれかを満たす場合、その基礎となる財又はサービスの支配

は一定期間にわたり顧客に移転しているとみなし、一定期間にわたり収益を認識しています。

①　当社グループが履行義務を履行するにつれて、顧客が履行による便益を受け取り、同時に消費する

②　当社グループの履行により、仕掛品などの資産が創出されるか又は増価し、当該資産の創出又は増価に

つれて顧客が当該資産を支配する

③　当社グループの履行により、当社グループにとって代替的な用途がある資産が創出されず、かつ、当社

グループが現在までに完了した履行義務に対する支払いを受ける法的に強制可能な権利を有している

業務用システムの据付サービスのうち一部のサービスは、契約の観点から区分可能であるため、製品販売と

は独立した別個の履行義務として識別していますが、上記の要件を満たした据付サービスは、一定の期間にわ

たり発生コストを基礎とした進捗度を測定して収益を認識しています。

また、当社グループでは当社製品の販売後において有償の保守サポートサービスを提供していますが、独立

した履行義務として識別され、かつ、上記の要件を満たしたサービスは、一定の期間にわたり経過期間を基礎

とした進捗度を測定して収益を認識しています。

３）金融要素

当社グループは、製品又はサービスの顧客への移転と顧客による支払の間の期間が１年を超えることが予想

される契約はないため、取引価格について貨幣の時間価値は調整していません。

(10) 外貨換算

１）外貨建取引

当社グループ各社の計算書類は、その企業が事業活動を行う主たる経済環境の通貨である機能通貨で作成さ

れます。連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円で表示されます。

外貨建取引は、取引日における為替レートで当社グループ各社の機能通貨に換算します。期末日における外

貨建の貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算します。また、公正価値で測定する外

貨建の非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における為替レートで機能通貨に換算します。当該取

引の換算又は決済から生じる外貨換算差額は、純損益で認識します。ただし、その他の包括利益を通じて測定

する金融資産及びキャッシュ・フロー・ヘッジから生じる外貨換算差額については、その他の包括利益で認識

します。

２）在外営業活動体

在外営業活動体の資産及び負債（取得により発生したのれん及び公正価値の調整を含む）については、期末

日の為替レート、収益及び費用については、連結会計期間中の為替レートが著しく変動していない限り、その

期間の平均為替レートを用いて日本円に換算しています。

在外営業活動体の計算書類の換算から生じる外貨換算差額は、その他の包括利益で認識しています。当該外

貨換算差額は「在外営業活動体の外貨換算差額」として、その他の資本の構成要素に含めています。在外営業

活動体の持分全体の処分、及び支配又は重要な影響力の喪失をともなう持分の一部処分につき、当該累積外貨
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（単位：百万円）

報告セグメント
モビリティ＆テ
レマティクスサ
ービス分野

パブリックサービス分野 メディアサービス分野 その他 合計

主要な事業

アフターマーケ
ット・OEM・テレ
マティクスサー

ビス

無線システム 業務用システム メディア
エンタテイ
ンメント

－ －

外部顧客から

の収益
164,251 36,225 21,864 35,070 18,361 6,315 282,088

換算差額は、処分損益の一部として純損益に振り替えています。

(11) 株式に基づく報酬

当社は、当連結会計年度より信託を用いた株式報酬制度を導入しました。当制度により算定された報酬は費用

として認識し、同額を資本剰余金の増加として認識しています。

(12) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しています。

（収益認識に関する注記）

（顧客との契約から生じる収益の分解）

当社グループの売上収益はすべて顧客との契約から生じる収益であり、顧客との契約の固有の事実及び状況

を考慮した結果、報告セグメントのモビリティ＆テレマティクスサービス分野、パブリックサービス分野及び

メディアサービス分野別に売上収益を分解しています。

（収益を理解するための基礎となる情報）

モビリティ＆テレマティクスサービス分野の主要な事業は、アフターマーケット・OEM 事業およびテレマティ

クスサービス事業です。アフターマーケット・OEM事業では量販店向け及び自動車メーカー向けに、カーオーデ

ィオ、カーナビゲーションシステム、ドライブレコーダー、車載用デバイス等の製造・販売及び製品販売後の有

償サポートサービス等で収益を認識しています。また、主に量販店との取引において、契約上生じたリベート及

び返品されるリスクについて返金負債を計上しています。さらに顧客からの前受金については契約負債を計上し

ています。 テレマティクスサービス事業では、損害保険会社向け通信型ドライブレコーダー等の販売で収益を

認識しており、受託した開発案件のうち進行中の案件に関しては契約資産を計上しています。

パブリックサービス分野の主要な事業は、無線システム事業と業務用システム事業です。無線システム事業

は、主に法人向けの業務用無線機器の製造・販売・据付サービス及び製品販売後の有償サポートサービス等で収

益を認識しています。業務用システム事業は、法人向けの業務システム構築を主な事業としており、業務用映像
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契約資産

進行中の据付サービスに関連する資産 1,826

契約資産合計 1,826

契約負債　（注)

顧客からの前受金 3,081

契約負債合計 3,081

監視機器、業務用オーディオ機器、医用画像表示モニター等の製造・販売・据付サービス及び製品販売後の有償

サポートサービス等で収益を認識しています。また両事業とも進行中の据付サービスに対する対価に関して契約

資産を計上しています。さらに顧客との取引において契約上生じたリベート及び返品されるリスクについて返金

負債を、主に据付サービスの取引において発生した前受金について契約負債を計上しています。

メディアサービス分野の主要な事業は、メディア事業とエンタテインメント事業です。メディア事業は、主に

量販店向けのヘッドホン、ポータブル電源、ホームオーディオ等や業務用ビデオカメラ、プロジェクター等の製

造・販売、製品販売後の有償サポートサービス及びCD/DVD（パッケージソフト）の受託ビジネス等で収益を認識

しています。エンタテインメント事業は、消費者や量販店向けにオーディオ・ビデオソフト・配信等のコンテン

ツビジネス、及び著作権等の権利ビジネスにて収益を認識しています。また両事業とも、顧客との取引において

契約上生じたリベート及び返品されるリスクについて返金負債を計上しています。さらに顧客からの前受金につ

いて契約負債を計上しています。

　これらの収益の認識、測定及び時点については、連結注記表「４.会計方針に関する事項(9)収益認識」に記載

しています。また、顧客との契約に重大な金融要素を含む契約はありません。

（契約残高）

当社グループでは、進行中の据付サービスに対する対価に対して契約資産を計上し、顧客からの前受金に対し

て契約負債を計上しています。計上している主な事業は（顧客との契約から生じる収益の分解）に記載していま

す。

また顧客との契約資産及び契約負債の残高は以下のとおりです。

(単位：百万円)

（注）「契約負債」は、長期分も含んでおり、連結財政状態計算書の「その他の非流動負債」に計上されてい

ます。
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返金負債

返品に係る負債 679

予想リベートに係る負債 3,736

返金負債合計 4,416

(返金負債）

当社グループでは、顧客との契約に基づいて計上したリベートや返品権が付与され、返品のリスクが高い販売

金額に対して返金負債を計上しています。計上している主な事業は（顧客との契約から生じる収益の分解）に記

載しています。

また顧客との返金負債の残高は以下のとおりです。

(単位：百万円)

（会計上の見積りに関する注記）

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、翌連結会計年度に係

る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

・繰延税金資産の回収可能性

(1) 連結財政状態計算書に計上した金額

繰延税金資産　　5,385百万円

(2) 見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

当社グループは、将来減算一時差異、繰越欠損金及び税額控除のうち、将来課税所得を減算できる可能

性が高いものに限り繰延税金資産を認識しています。課税所得が生じる可能性の判断においては、事業計

画に基づき課税所得の発生時期及び金額を見積っています。事業計画における主な重要な仮定は、製品サ

ービスカテゴリーごとの市場の成長率、顧客からの受注見込み、半導体部品不足の解消の見込みを基礎と

した売上収益、及び資材価格や物流費等の高騰を踏まえたコスト見込み並びにその価格転嫁の見込みを考

慮した営業利益の予測です。

このような重要な仮定は、経営者による最善の見積りによって行っていますが、将来の経営状況の悪化

等により重要な仮定の見直しが行われる場合には、翌連結会計年度において、繰延税金資産が減額される

可能性があります。
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営業債権及びその他の債権 9,538百万円

棚卸資産 5,887

その他の流動資産 154

有形固定資産 702

無形資産 76

その他の金融資産 41

その他の非流動資産 2,444

合計 18,845

借入金（流動負債） 210百万円

科 目 金　　　　　　　額（百万円）

営業債権及びその他の債権 832

その他の流動資産 241

その他の金融資産 265

有形固定資産 147,419百万円

のれん及び無形資産 100,222

被 保 証 者 保 証 金 額（百万円） 被 保 証 債 務 の 内 容

従業員 85 住宅資金借入金等

（連結財政状態計算書に関する注記）

１．担保資産及び担保付債務

担保に供されている資産は以下のとおりです。

上記のうち、18,368百万円は、当社の米国子会社における金融機関からの借入枠70百万米ドルに対して提供した

担保資産です。

担保付債務は以下のとおりです。

２．資産から直接控除した貸倒引当金

３．資産に係る減価償却累計額及び償却累計額（減損損失累計額を含む）

４．偶発債務

債務保証契約
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資 産 グ ル ー プ 資 産 の 種 類 金　　　　額（百万円）

パブリックサービス分野 建物及び構築物 0

機械装置及び運搬具 3

工具、器具及び備品 111

使用権資産 81

社内利用ソフトウエア 12

開発費 316

小計 526

  メディアサービス分野 機械装置及び運搬具 5

工具、器具及び備品 9

土地 83

使用権資産 37

社内利用ソフトウエア 7

長期前払費用 1

小計 145

  その他 建物及び構築物 276

小計 276

合計 948

（連結損益計算書に関する注記）

非金融資産の減損損失

当社グループは、以下の資産グループにおいて減損損失を948百万円計上しています。

なお、減損損失は連結損益計算書の「その他の費用」に含まれています。

(1) 資産生成単位

非金融資産は、概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別される資産グループの最小

単位を基礎として、主に事業領域ごとにグルーピングを行っています。

(2) 認識に至った事象及び状況、回収可能価額の算定方法

パブリックサービス分野において、傘下の業務用システム事業関連子会社及びヘルスケア事業の医用モニター

事業の有形固定資産及び無形資産について、業績が悪化したことを勘案して、今後の事業計画及び回収可能性を
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慎重に検討した結果、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。なお、回収可能価額には使用価値

を用いており、将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、その価値を零としています。

メディアサービス分野において、傘下のタイの関連機器製造子会社の清算手続き開始及び生産活動終了に伴

い、今後活用の見込みのない当該子会社の有形固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。なお、回

収可能価額は処分コスト控除後の公正価値により測定しています。処分費用控除後の公正価値は処分価額により

算定しており、当該公正価値のヒエラルキーはレベル３です。この他一部の事業用資産グループについても業績

が悪化したため、帳簿価額と将来キャッシュ・フローによる回収可能価額を慎重に比較検討した結果、当該資産

の帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。なお、回収可能価額には使用価値を用いており、将来キャッシ

ュ・フローがマイナスであるため、その価値を零としています。

その他分野において、本社・横浜事業所の一部ビルの取り壊し及び建替え計画に伴い、対象となる有形固定資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減額しました。回収可能価額は処分コスト控除後の公正価値により測定してい

ます。当該資産は売却や他への転用が困難であるため、処分コスト控除後の公正価値を零としており、当該公正

価値のヒエラルキーはレベル３です。
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普通株式 164,000千株

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 1 年 ５ 月 1 4 日
取 締 役 会

普通株式 819 5.00 2021年３月31日 2021年５月31日

①　配当金の総額 983百万円

②　１株当たり配当額 6.00円

③　基準日 2022年３月31日

④　効力発生日 2022年５月30日

基 準 日 期 末 合 計

１株当たり配当金 6.00円 6.00円

配当金総額 983百万円 983百万円

（連結持分変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力が翌期となるもの

2022年５月13日開催の取締役会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しています。

（注）2022年５月13日開催の取締役会の議案の配当金の総額には、株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対す

る配当金２百万円が含まれています。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

財務リスク管理方針

当社グループは、経営活動を行う過程において、財務上のリスク（信用リスク、流動性リスク、為替リスク

等）に晒されていますが、これを回避又は軽減するために、一定の方針に基づきリスク管理を行っています。ま

た、当社グループの方針として投機目的のデリバティブ及び株式等の取引は行っていません。

１）信用リスクの管理

当社グループは、保有する金融資産の相手先の債務が不履行になることにより、金融資産が回収不能になる

リスク、すなわち信用リスクに晒されています。当社グループでは、当該リスクに対応するために、与信管理

規程等に基づき取引先ごとに与信限度額を設けた上で、取引先の財務状況等について定期的にモニタリング

し、債権の期日及び残高を取引先ごとに適切に管理することにより、回収懸念の早期把握を図っています。
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帳 簿 価 額 公 正 価 値

金融資産

現金及び現金同等物 48,707 48,707

営業債権及びその他の債権 59,570 59,570

資本性金融商品 4,336 4,336

負債性金融商品 3,598 3,598

デリバティブ資産 5,109 5,109

金融負債

営業債務及びその他の債務 49,431 49,431

借入金 69,838 69,841

デリバティブ負債 634 634

２）流動性リスクの管理

当社グループは、金融機関からの借入により、運転資金や設備投資資金の調達を行っていますが、これらの

金融負債の返済義務の履行が困難となるリスク、すなわち流動性リスクに晒されています。

また、当社グループは、適切な返済資金を準備するとともに、金融機関とコミットメントライン契約を締結

し、随時利用可能な信用枠を確保し、継続的にキャッシュ・フローの計画と実績のモニタリングを行うこと

で、流動性リスクを管理しています。

３）市場リスクの管理

①　為替リスク

当社グループは、グローバルに事業展開を行っており、外貨建取引で実施していることから、当該取引よ

り発生する外貨建の債権債務について、為替リスクに晒されています。当社グループは、将来発生が予定さ

れる取引や外貨建の債権債務について、それらから発生する為替リスクが将来的に相殺されることも考慮の

上、為替予約等を付すことにより、当該為替リスクをヘッジしています。

②　金利リスク

当社グループは、事業活動を進める上で、運転資金及び設備投資等に必要となる資金を調達することにと

もない発生する利息を支払っていますが、借入金のうち一部は変動金利での借入であり、利息の金額は市場

金利の変動に影響を受けることから、利息の将来キャッシュ・フローが変動する金利リスクに晒されていま

す。こうした借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、当社グループでは金利スワップ取引を

利用しています。

２．金融商品の公正価値等に関する事項

当連結会計年度末における金融商品の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。
（単位：百万円）
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レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産

資本性金融商品 1,756 － 2,579 4,336

負債性金融商品 － － 3,598 3,598

デリバティブ資産 － 5,109 － 5,109

金融負債

デリバティブ負債 － 634 － 634

３．金融商品の公正価値のレベルごとの内訳等に関する事項

(1) 公正価値ヒエラルキー

当社グループは、公正価値の測定に使用されるインプットの市場における観察可能性に応じて、公正価値の

ヒエラルキーを、以下の３つのレベルに区分しています。

レベル１：活発な市場における同一資産又は同一負債の無調整の公表価格

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接的又は間接的に使用して算定された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

(2) 公正価値で測定される金融商品

（単位：百万円）

金融商品の公正価値の測定方法は以下のとおりです。

① 現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権及び営業債務及びその他の債務

これらは短期間で決済されるものであるため、公正価値は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額

によっており、公正価値ヒエラルキーレベル２に区分されます。

② 資本性金融商品及び負債性金融商品

資本性金融商品のうち上場株式については、活発な市場の価格によっており、公正価値ヒエラルキーレベル

１に区分されます。資本性金融商品のうち非上場株式及び負債性金融商品については、割引将来キャッシュ・

フローに基づく評価技法、類似会社の市場価格に基づく評価技法、純資産価値に基づく評価技法、その他の評

価技法を用いて算定しており、公正価値ヒエラルキーレベル３に区分されます。資本性金融商品のうち非上場

株式及び負債性金融商品の公正価値測定にあたっては、割引率、EBITDA倍率等の観察可能でないインプットを

利用しており、必要に応じて一定の非流動性ディスカウントを加味しています。

③ 借入金

帳簿価額と公正価値がほぼ同額であるとみなされる場合を除き、借入金の公正価値について、将来キャッシ

ュ・フローを新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定していま

す。

なお、借入金については、公正価値ヒエラルキーレベル２に区分されます。
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１．１株当たり親会社所有者帰属持分 486円26銭

２．基本的１株当たり当期利益 35円89銭

④ デリバティブ資産及びデリバティブ負債

通貨関連デリバティブ

為替予約取引については、期末日の先物為替相場に基づき算出しています。

金利関連デリバティブ

金利スワップについては、将来キャッシュ・フローを満期日までの期間に市場動向を加味した利率で割り

引いた現在価値により算定しています。

なお、デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債については、公正価値ヒエラルキーレベル２に区

分されます。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１株当たり情報の算定において、株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式を自己株式として処理してい

ることから、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除しています。当該信託が所有する当社株

式の期末株式数は454千株、期中平均株式数は289千株です。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

以上
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

20 2 1年４月１日残高 13,645 13,645 38,494 52,140 1,956 △39 67,703

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

397 397

会 計 方 針 の 変 更 を
反映した当期期首残高

13,645 13,645 38,494 52,140 2,354 △39 68,101

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △819 △819

当 期 純 利 益 1,369 1,369

自 己 株 式 の 取 得 △100 △100

自 己 株 式 の 処 分 -

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

-

事業年度中の変動額合計 － － － － 549 △100 449

2 02 2年３月31日残高 13,645 13,645 38,494 52,140 2,903 △139 68,550

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

20 2 1年４月１日残高 757 1,151 3,167 5,076 72,779

会計方針の変更による
累 積 的 影 響 額

397

会 計 方 針 の 変 更 を
反映した当期期首残高

757 1,151 3,167 5,076 73,177

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △819

当 期 純 利 益 1,369

自 己 株 式 の 取 得 △100

自 己 株 式 の 処 分 -

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

854 1,823 2,677 2,677

事業年度中の変動額合計 854 1,823 － 2,677 3,127

2 02 2年３月31日残高 1,611 2,975 3,167 7,754 76,304

・計算書類

（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
（単位：百万円）
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法に基づく原価法によっています。

(2) その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によっています。

・市場価格のない株式等

移動平均法に基づく原価法によっています。

(3) デリバティブ

時価法によっています。

(4) 棚卸資産

総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）で評価していま

す。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっています。なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物　　　　　　　　　２～50年

工具、器具及び備品　　２～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（３年から５年）に基づく定額法、製品組込ソ

フトウエアについては製品の特性に応じ、見込販売数量又は見込販売期間（１年から５年）に基づく方法によっ

ています。
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(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっています。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

事業年度末現在における債権の貸倒損失に備えるため、原則として、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しています。

(2) 製品保証引当金

販売製品に係る一定期間内の無償サービスの費用に備えるため、当該費用の発生割合に基づいて見積った額を

計上しています。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認められる額を計上しています。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法で按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しています。

(4) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業にともなう損失に備えるため、関係会社の財務内容等を勘案し計上しています。

４．収益及び費用の計上基準

当社では、以下の５ステップモデルを適用して収益の認識及び測定を行っています。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する

ステップ５：履行義務の充足時点に（又は充足するにつれて）収益を認識する

当社の事業は、モビリティ＆テレマティクスサービス分野、パブリックサービス分野及びメディアサービス分

野より構成されており、各分野において製品販売及び役務の提供を行っています。

１）製品販売

製品販売については、主として顧客への製品の引渡し時点で製品に対する支配が顧客に移転し、履行義務

が充足されたと判断して収益を認識しています。これは、法的所有権、製品の所有にともなう重大なリスクと

経済価値、物理的占有の移転及び対価の支払いを受ける権利が製品の引渡し時点で生じると総合的に判断した
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ためです。海外向けの販売については、インコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に

移転した時点で収益を認識しています。

製品販売においては、販売の促進のために顧客に対してリベート等を付して販売することがありますが、

その場合には顧客との契約で定める価格から過去の経験及び顧客との交渉により合理的に予想される見積り額

を控除した金額で取引価格を算定しており、重大な戻入れが生じない可能性が非常に高い範囲でのみ収益を認

識しています。

有償受給取引においては、有償支給元から仕入れた支給品の価格を除いた純額で収益を認識しています。

また、有償支給元からの支給品の期末棚卸高についてその他流動資産を認識しています。

　当グループ会社向けの有償支給取引については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第104項に定め

る代替的な取扱いを適用し、支給品の譲渡時に当該支給品の消滅を認識し、当該支給品の譲渡に係る収益は認

識していません。

２）役務の提供

　役務の提供については、主として役務提供が完了した時点で収益を認識しています。また、以下の３つの要

件のいずれかを満たす場合は、その基礎となる財又はサービスの支配が一定期間にわたり顧客に移転している

とみなし、一定期間にわたり収益を認識しています。

①　当社が履行義務を履行するにつれて、顧客が履行による便益を受け取り、同時に消費する

②　当社の履行により、仕掛品などの資産が創出されるか又は増価し、当該資産の創出又は増価につれて顧客

が当該資産を支配する

③　当社の履行により、当社にとって代替的な用途がある資産が創出されず、かつ、当社が現在までに完了し

た履行義務に対する支払いを受ける法的に強制可能な権利を有している

なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができない契約については原価回収基準にて

収益を認識しています。

３）ライセンス供与による収益

当社は開発品または製品に係るライセンスの供与による収益(契約一時金及び売上高ベースのロイヤリテ

ィに係る収益)を認識しています。契約一時金に係る収益は、ライセンスの供与時点において、顧客が当該ラ

イセンスに対する支配を獲得することで当社の履行義務が充足されると判断した場合、当該時点で収益を認

識しています。また、売上高又は使用量に基づくロイヤリティに係る収益は、算定基礎となる売上が発生し

た時点か、売上高ベースのロイヤリティが配分されている履行義務が充足される時点のいずれか遅い時点で

収益を認識しています。
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ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借入利息

為替予約 外貨建予定取引

５．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

(3) ヘッジ方針

外貨建予定取引に係る為替の変動リスクを軽減する目的で為替予約を行っており、ヘッジ指定文書を用いて識

別された外貨建ての輸出入など予定された営業取引の範囲内で行っています。また、借入金に係る金利変動リス

クを回避するために金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っています。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の相場変動との間に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価とし

ています。

６．その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しています。

(2) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグループ通算制度

への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納

税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年

３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　

2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定

に基づいています。

　なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果

会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱

い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）を適用する予定です。
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（会計方針の変更に関する注記）

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。)

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。

　これによる主な変更点は次のとおりです。

（1）一定期間の売上

　従来、工事完成基準を適用していた契約については、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり

収益を認識する方法に変更しています。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることがで

きない契約については原価回収基準にて収益を認識しています。

（2）顧客に支払われる対価

　販売促進費等の顧客に支払われる対価については、従来、販売費及び一般管理費として処理する方法に

よっておりましたが、当事業年度より、売上高から減額する方法に変更しています。

（3）有償支給取引

　従来、有償支給元から仕入れた支給品の価格を含めた総額で収益を認識しておりましたが、支給品の価

格を除いた純額で収益を認識しています。また、有償支給元からの支給品の期末棚卸高についてその他流

動資産を認識しています。

（4）ライセンス供与

　従来、報告書の受領時点で計上していた使用量ベースのロイヤリティ収入については、使用が発生した

期間に応じて収益を認識しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従

っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度

の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。ただし、収益認識会

計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年

度の期首の利益剰余金に加減しています。

　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当事業年度の損益計算書は、売上高は3,551百

万円、売上原価は3,247百万円、販売費及び一般管理費は141百万円減少し、営業損失は162百万円増加し、

経常利益及び税引前当期純利益は162百万円減少しております。また、期首の純資産に影響額が反映された
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ことにより、株主資本等変動計算書の繰越利益剰余金の期首残高は397百万円増加しています。

　また、収益認識会計基準等の適用に伴い、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示して

いた「前受金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示しています。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、計算書類への影響はあり

ません。

（収益認識に関する注記）

（収益を理解するための基礎となる情報）

モビリティ＆テレマティクスサービス分野の主要な事業は、アフターマーケット・OEM 事業およびテレマティ

クスサービス事業です。アフターマーケット・OEM事業では量販店向け及び自動車メーカー向けに、カーオーディ

オ、カーナビゲーションシステム、ドライブレコーダー、車載用デバイス等の製造・販売及び製品販売後の有償

サポートサービス等で収益を認識しています。また、主に量販店との取引において、契約上生じたリベート及び

返品されるリスクについて返金負債を計上しています。テレマティクスサービス事業では、損害保険会社向け通

信型ドライブレコーダー等で収益を認識しています。パブリックサービス分野の主要な事業は、無線システム事

業とヘルスケア事業です。無線システム事業は、主に法人向けの業務用無線機器の販売及び製品販売後の有償サ

ポートサービス等で収益を認識しています。ヘルスケア事業は医用画像表示モニター等の販売及び製品販売後の

有償サポートサービス等で収益を認識しています。また、顧客との取引において契約上生じたリベート及び返品

されるリスクについて返金負債を計上しています。メディアサービス分野の主要な事業はメディア事業で、主に

量販店向けのヘッドホン、ポータブル電源、ホームオーディオ等及び業務用ビデオカメラ、プロジェクター等の

製造・販売、製品販売後の有償サポートサービスで収益を認識しています。また、顧客との取引において契約上

生じたリベート及び返品されるリスクについて返金負債を計上しています。

これらの収益の認識、測定及び時点については、個別注記表「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

４．収益及び費用の計上基準」に記載しています。また、顧客との契約に重大な金融要素を含む契約はありませ

ん。
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個別注記表

（会計上の見積りに関する注記）

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に

重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

・有形固定資産の減損（土地建物等）

1)貸借対照表に計上した金額

有形固定資産　　　25,329百万円

2)見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

当社の一部の資産グループ及び共用資産を含む全社の有形固定資産等について、減損の兆候を識別していま

す。減損損失を計上した一部の事業用資産を除き、これらの割引前将来キャッシュ・フローの総額が、対象資

産の帳簿価額を上回るため、減損損失を計上していません。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、対象資産の使用見込み期間における事業計画及び使用見込み期

間経過後における土地建物等の正味売却価額の見積りを基礎としています。事業計画における主な重要な仮定

は、製品サービスカテゴリーごとの市場の成長率、顧客からの受注見込み、半導体部品不足の解消の見込みを

基礎とした売上収益、及び資材価格や物流費等の高騰を踏まえたコスト見込み並びにその価格転嫁の見込みを

考慮した営業利益の予測です。

このような重要な仮定は、経営者による最善の見積りによって行っていますが、将来の経営状況の悪化等に

より重要な仮定の見直しが行われる場合には、翌事業年度において、減損損失を認識する可能性があります。

・繰延税金資産の回収可能性

(1) 貸借対照表に計上した金額

繰延税金資産　　　1,519百万円

（繰延税金資産と繰延税金負債の相殺後における繰延税金負債の残高4,899百万円）

(2) 見積りの内容に関する理解に資するその他の情報

連結計算書類の連結注記表（会計上の見積りに関する注記）の繰延税金資産の回収可能性の(2) 見積りの内

容に関する理解に資するその他の情報を参照ください。

追加情報

（役員に対する株式報酬制度の導入について）

当社は、当事業年度に取締役（社外取締役および執行役員を兼務しない取締役を除く。）および執行役員（以下、

総称して「役員」）を対象とする信託を用いた株式報酬制度（以下「本制度」）を導入しました。

①　取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」）が当社株式を取得し、当社が役

員に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本信託を通じて役員に対して交付される、という株式報酬制
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個別注記表

１．有形固定資産の減価償却累計額 58,706百万円

被 保 証 者 保 証 金 額（百万円） 被 保 証 債 務 の 内 容

従業員 66 住宅資金借入金等

関係会社 14,825 入札・履行保証等

債務保証契約合計 14,892

EF Johnson Technologies, Inc. 11,086百万円

Ningbo ASK Automotive Sound and Communication Co., Ltd.

ASK Industries S.p.A.

1,682

1,640

その他 416

合計 14,825

短期金銭債権 25,091百万円

短期金銭債務 45,210

度です。

②　信託が保有する自社の株式に関する事項

1）本信託における帳簿価額は、当事業年度末日現在99百万円です。本信託が保有する当社の株式は、貸借対照

表上の株主資本において自己株式として計上しています。

2）当事業年度の期末株式数は454千株、また、期中平均株式数は289千株です。期末株式数および期中平均株式

数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めています。

（貸借対照表に関する注記）

２．偶発債務

債務保証契約

次の関係会社について、入札・履行保証等に対し債務保証を行っています。

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
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個別注記表

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △5,005百万円

売上高 49,684百万円

仕入高等 74,957

営業取引以外の取引高 3,694

普通株式 515千株

４．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該

評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。

・再評価の方法　 　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に

定める「当該事業用土地の近隣の地価公示法第６条に規定する標準地について同条の規定

により公示された価格に合理的な調整を行って算出する方法」によっています。

・再評価を行った年月日　 　2000年３月31日

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　（注）株式報酬に関する信託が保有する株式数（454千株）が含まれています。
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個別注記表

繰延税金資産

投資有価証券評価損 352百万円

退職給付引当金 3,000

関係会社株式等 23,910

貸倒引当金 415

未払費用等 1,510

減価償却費超過 1,161

棚卸資産評価減 828

税務上の繰越欠損金 7,976

その他 278

繰延税金資産小計 39,434

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △7,976

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △29,937

評価性引当額小計 △37,914

繰延税金資産合計 1,519

繰延税金負債

前払年金費用 3,136百万円

その他有価証券評価差額金 752

合併に伴う時価差額調整額 872

その他 1,658

繰延税金負債合計 6,419

繰延税金負債の純額 4,899

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割 合 （ ％ ）

関連当事者との関係
取 引 の 内 容

(注）５
取 引 金 額
（百万円）

科 目
期 末 残 高
（百万円）

子 会 社
PT JVCKENWOOD 
Electronics Indonesia

直接　100.00
当社製品の製造
委託

当社製品の購
入（注）１

15,651 買 掛 金 2,611

資金の貸付
（注）２，３

4,038 短 期 貸 付 金 4,038

受取利息
（注）２

34 － －

子 会 社
JVCKENWOOD USA 
Corporation

直接　100.00 当社製品の販売

当社製品の販
売（注）１

23,580 売 掛 金 2,778

資金の借入
（注）２，３

1,828 短 期 借 入 金 13,013

支払利息
（注）２

133 未 払 費 用 34

子 会 社
EF Johnson 
Technologies, Inc.

直接　100.00
同社製品の製造
受託

債務保証
（注）４

11,086 － －

子 会 社 JVCKENWOOD Europe B.V. 直接　100.00 当社製品の販売

資金の借入
（注）２，３

790 短 期 借 入 金 4,269

支払利息
（注）２

18 未 払 費 用 3

子 会 社 ASK Industries S.p.A. 直接　100.00 資金の貸付

資金の貸付
（注）２，３

3,409 短 期 貸 付 金 3,409

受取利息
（注）２

3 未 収 入 金 2

子 会 社 JVCKENWOOD Canada Inc.  間接　100.00 資金の借入

資金の借入
（注）２，３

2,251 短 期 借 入 金 2,251

支払利息
（注）２

21 － －

子 会 社
株式会社ＪＶＣケンウッ
ド・ビクターエンタテイ
ンメント

直接　100.00 資金の借入

資金の返済
（注）２，３

0 短 期 借 入 金 3,648

支払利息
（注）２

29 － －

（関連当事者との取引に関する注記）

子会社

（注）上記の子会社、PT JVC Electronics Indonesiaは、2022年４月１日付で会社名をPT JVCKENWOOD Electronics 

Indonesiaに変更しています。

－ 39 －



2022/05/16 16:10:24 / 21825601_株式会社ＪＶＣケンウッド_招集通知：Web開示

個別注記表

１．１株当たり純資産額 466円74銭

２．１株当たり当期純利益 ８円37銭

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．当社製品の購入価格及び販売価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定していま

す。

２．貸付金、借入金の金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しています。

３．資金の貸付、借入の取引金額については増減額を表示しています。

４．EF Johnson Technologies, Inc.の債務保証については、入札・履行保証に対し保証を行っています。

５．JVC (Philippines), Inc.他１社の貸付に対し、1,245百万円の貸倒引当金を計上しています。また当事業年

度において135百万円の貸倒引当金繰入額及び86百万円の貸倒引当金戻入額を計上しています。

（１株当たり情報に関する注記）

（注）１株当たり情報の算定において、株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式を自己株式として処理してい

ることから、期末株式数及び期中平均株式数から当該株式数を控除しています。当該信託が所有する当社株

式の期末株式数は454千株、期中平均株式数は289千株です。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

（連結配当規制適用会社に関する注記）

当社は、連結配当規制の適用会社です。

以上
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